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レバレジーズ株式会社

約4割のIT企業が障がい者雇用の採用拡大に向けて計画中

IT企業における、障がい者雇用の実態調査（前編）

　レバレジーズ株式会社が運営する、障がい者就労支援サービス「ワークリア（

https://worklear.jp/partner/ ）」は、障がい者雇用に関わるIT企業の採用担当者213社を対象
に、障がい者雇用の実態調査を実施しました。今回は前編・後編に分かれた発表となり、本記

事では「障がい者雇用の実態調査」の前編として、「採用/雇用編」についてお届けいたします。
後編は8月末に公表予定です。

＜調査サマリー＞

1. 約1割の企業、障がい者の採用条件を定めずに採用
2. 直近1年で障がい者雇用をしていない企業、採用していない理由は「採用基準に合う人
材がいないから」が約4割で最多

3. 約4割の企業が、直近3年以内で障害者雇用に対する取り組みを変える可能性があると
回答

https://worklear.jp/partner/


1.約1割の企業、障がい者の採用条件を定めずに採用
　直近1年間で障害者雇用を行っている企業は151社となり、実際に採用した人数は各企業「1
〜2名」が最も多く、5割となりました。



採用時に決まっていた項目で最も多かったのは「雇用形態（80.1％）」となり、次いで「給与（65.6
％）」「職種（52.3％）」と続きます。※複数回答

企業規模1000人以上の企業群では、7割以上が「雇用形態」と「給与」を決定した状態で採用を
しています。また、約1割の企業は障がい者の採用条件を定めずに採用をしていることも見受け
られました。

規模による差が顕著なのは「給与」のみとなり、他の項目に関しては、規模によって差が生じま

せん。採用項目がすべて決まっていなくても雇用をはじめることは可能です。



2.直近1年で障がい者雇用をしていない企業、採用していない理由は「採用基準に
合う人材がいないから」が約4割で最多
　直近1年以内で障害者雇用をしていない企業61社に「採用していない理由」を聞いたところ、
最も多かったのは「採用基準に合う人材がいない（41.9%）」となりました。次いで、「既に雇用率
を達成している（33.9%)」「任せられる業務が見つからなかった（24.2％）」と続きます。※複数回
答



「採用基準に合う人材がいない」ことで採用に苦戦している割合が高いのは、従業員数が500人
未満の企業群です。即戦力を求め、高い要件で障がい者募集をしている可能性があることが考

えられます。※複数回答



3.約4割の企業が、直近3年以内で障害者雇用に対する取り組みを変える可能性が

あると回答

　約4割の企業が、直近3年以内で「障害者雇用に対する取り組みを変える可能性がある」と回答

しました。

今後の動きで検討していることには、「積極的な雇用を進めるための動きを学び、社内展開した

い」といった前向きな回答が多く、他には「男女比率にも配慮した雇用」や「在宅勤務を前提とした

雇用」「社員への理解促進の動き」があげられました。※自由回答

「3年以内で変わる可能性がある」と回答した企業規模群で最も多かったのは、従業員数が1000

人以上の企業となりました。



大企業においては、常用雇用者数が大きく増加しやすいことや、法改正によって雇用率が引き上

がることによる障がい者雇用への影響が大きいことが考えられます。国の方針や会社の採用方

針に合わせ、その都度、障がい者雇用の方針を変更していることが可能性として考えられます。

＜事業責任者小野寺からの一言＞

　今回の調査結果から、雇用条件が完全には定まっていない中で採用活動を進めている企業が

大半を占めていることがわかりました。これは、人に合わせた雇用条件を設定することに繋がるメ

リットがあり、就業における柔軟性を高める効果があります。

反面、雇用条件が一切定まることなく採用活動を行う企業も1割程度存在しています。これだけ条

件が不明確であると入社前後においてトラブルとなりやすく、同時にリスクを抱えていることになり

ます。また、一定の労働条件については法令上も提示が必須とされていますので、最低限、その

ような項目については事前に確定し、候補者へ提示する必要があります。

また、4割の企業では採用基準に合う人材がいないことで障がい者雇用が進んでいない実態も見

受けられました。厚生労働省が発表している障害者雇用状況のデータ※において、産業別実雇

用率、産業別達成企業割合の両方で情報通信業界は15種類の産業種別のうち下位3位以内に

入っており、業界特有の雇用の難しさが示唆されています。



　IT領域においては基本的な募集要項は設定しつつ、あまりに限定的な要件とならないようにす

ることが肝となります。候補者の人物像を元に、採用を検討することが雇用を進める上で鍵となる

でしょう。

※厚生労働省『令和元年　障害者雇用状況の集計結果』https://www.mhlw.go.jp/content/11704000/000580481.pdf

＜調査概要＞

調査対象：障がい者雇用に関わるIT企業の採用担当者213名

集計期間：2022年6月16日～2022年6月20日

調査方法：Webアンケート調査

実査委託先：楽天インサイト株式会社

有効回答数：213名

ワークリア（https://worklear.jp/partner/）

ワークリアは、世の中の障がい者、障がい者雇用を活性化することを目指して、未経験・就業経験の少な

い方を雇用し、育成するサービスです。人材紹介サービスによるキャリア支援を中心に、企業における障が

い者雇用のコンサルティング、交流機会の提供を行っております。

Leverages Group

社会の課題を解決し関係者全員の幸福を追求し続けることをミッションに、インターネットメディア・人材・シ

ステムエンジニアリング・M&A・不動産の領域で国や業界をまたいだ問題解決を行なっています。2005年

に創業以来、黒字経営を継続し2021年度は年商649億を突破しました。各分野のスペシャリストが集う

オールインハウスの組織構成と、業界を絞らないポートフォリオ経営で、時代を代表するグローバル企業を

目指します。

本社所在地 ： 〒150-6190　東京都渋谷区渋谷2-24-12　
　　　　　　渋谷スクランブルスクエア24階 25階
代表取締役： 岩槻知秀
資本金　　： 5,000万円
設立　　　： 2005年4月
事業内容　： 自社メディア事業、人材関連事業、システムエンジニアリング事業
　　　　　　 M&Aコンサルティング事業/ ASP/SaaS/クラウド関連事業
URL            :  https://leverages.jp/

本リリースに関する報道関係のお問い合わせ
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